
２　勧告の考え方
(1)　本年の給与改定について

ア　本年の民間との給与較差とその要因

経済状況をみると、本年４月の状況を示した６月の月例経済報告（内閣府）では、企業収益や雇用情勢の改善傾向、設備投資の持ち直しなどの状況を踏まえ、「景気は、緩やかな回復基調が続いている」との基調判断が示されている。
政府においては、好調な企業収益を、政労使の取組み等を通じて、設備投資の増加や賃上げ・雇用環境の更なる改善等につなげ、地域や中小・小規模事業者も含めた経済の好循環の更なる拡大を実現することとしている。

このような中で、今春の賃金改定関連の調査結果をみると、厚生労働省調査によると2.38％、7,367円の引上げ、日本労働組合総連合会（連合）調査によると2.20％、6,354円の引上げ、うち組合員数300人未満の組合では1.88％、4,547円の引上げの報告がなされている。大阪府内においては、大阪府総合労働事務所の賃上げ一時金調査結果によると2.26％、6,692円の引上げの報告がなされている。
次に、本府の職員給与について見ると、平成18年度から全国的に実施された「給与構造改革」により、年功的な給与上昇要因を抑制する取組みを進めてきたことに加え、平成23年度からは「大阪府版公務員制度改革」として、職務給の原則により即した本府独自の給料表を導入し、併せて給料表における職務の級の適用や昇格制度について、かつてない見直しを行ったところであるが、その結果、昇給が実質的に停止となる「最高号給」適用者は、逓減しているものの未だ相当数存在している状況にある。
こうした中で、本年も、４月時点における職員と民間従業員との給与水準について、昨年と同様の民間データの除外措置を講じた上で、ラスパイレス方式を用いて、給与決定の主要な要素である役職段階や年齢、学歴を同じくする者同士を比較したところ、職員給与が民間給与を5,995円（1.55％）下回っていることが明らかになった。
これは、民間賃金の動向のほか、昨年、本委員会が勧告した「給与制度の総合的見直し」において、激変を緩和するための経過措置が実施されず、本年４月から直ちに給料月額が引き下げられたことなどの影響によるものと考えられる。
イ　給与較差の解消方策
人事院は、昨年、俸給表や諸手当の在り方を含めた「給与制度の総合的見直し」を勧告した。この見直しは給与制度に関わるものとなっていることから、本委員会としては、公務としての近似性・類似性の観点から、均衡の原則に基づき、人事院勧告の考え方を踏まえざるを得ないものと考え、所要の改定を行うことを勧告したところである。
併せて、給料表の引下げに際して、人事院勧告と同様に、激変を緩和するための３年間の経過措置を設けることを求め、地域手当の支給割合については、この経過措置の適用状況を勘案したうえで、改めて勧告することとしたが、経過措置が実施されなかったところである。

「給与制度の総合的見直し」は、給料表の水準を引き下げる一方、地域手当などの引上げによる所要の見直しを行うものである。本府においては、既に給料表の水準を引き下げていることから、本年は、民間との給与較差の範囲内で地域手当の支給割合と単身赴任手当の額の改定を行ったうえ、残余の民間との給与較差について、給料月額を引き上げることにより解消することとした。

(ア)　給料表
人事院勧告では、一般職試験（大卒程度）採用職員及び一般職試験（高卒者）採用職員の初任給について、民間の初任給との間に差があることを踏まえ、2,500円引き上げることとし、若年層についても同程度の改定を行い、その他については、「給与制度の総合的見直し」等により高齢層における官民の給与差が縮小することとなることを踏まえ、それぞれ1,100円引き上げることを基本としている。

本府においては、すでにこれまでの給与制度改革を通して、いわゆる昇給カーブのフラット化を推進し、年功的な給与上昇要因を抑制してきたところである。この結果、高齢層職員の昇給カーブは、国以上にフラットな状態となっており、これ以上のフラット化を進めることは、高齢層職員のモチベーションの低下が懸念されるところである。
また、賃金構造基本統計調査において、昨年と同様に平均給与月額を比較したところ、20歳台後半以降の年齢階層において、本府が民間を下回っている。　　　　　　　　　　　　　　　　（資78頁：第30表）
これらの状況を踏まえ、本府においては、現行の昇給カーブを概ね維持する観点から、行政職給料表について、給料月額を概ね2,200円引き上げることを基本とし、初任給は人材確保の観点から、国や他の都道府県との均衡を考慮し、人事院勧告と同額の2,500円引き上げることとした。再任用職員については、再任用職員以外の職員の改定に準じて、一律2,200円引き上げることとした。

なお、行政職給料表以外の給料表についても、行政職給料表との均衡を基本として所要の改定を行うこととした。

(イ)　地域手当
人事院勧告では、地域手当の支給割合については、「給与制度の総合的見直し」による見直し後の支給割合と見直し前の支給割合との差に応じて、本年４月に遡って一部改定し、平成28年４月からは一般職の職員の給与に関する法律に定める支給割合とすることとしている。
本府においては、府域の生活圏や経済圏としての連続性・一体性が見られることや、人事異動の実態を踏まえ、府域全体を一律11％の適用としているところであるが、「給与制度の総合的見直し」による見直し後の国家公務員に適用される支給割合を勘案して、本年は、府内に在勤する職員に適用される地域手当の支給割合について、民間との給与較差の範囲内での対応として、１ポイント引き上げ12％とすることとした。
東京都特別区内に在勤する職員に適用される地域手当の支給割合については、府内在勤者との均衡を考慮し、１ポイント引き上げて15％とすることとした。
人材確保の観点から国に準じて措置している医療職給料表（一）の適用を受ける職員に適用される地域手当の支給割合並びに円滑な異動及び適切な人材配置を確保するため設けている地域手当の異動保障については、府内及び東京都特別区内に在勤する職員に適用される地域手当の支給割合の引上げとの均衡を踏まえ、所要の改定を行うこととした。
なお、実施時期については、先に述べたとおり、既に給料表の水準を引き下げていることから、平成27年４月１日とした。

(ウ)　単身赴任手当
人事院勧告では、「給与制度の総合的見直し」として、単身赴任手当の基礎額及び加算額の限度額について、平成28年４月から引上げを行うこととしている。
本府においては、これまで単身赴任手当については、国に準拠してきた経過を踏まえ、人事院勧告と同様に引上げを行うことが適当であると考えた。

なお、実施時期については、国は平成28年４月としているが、本府においては、先に述べたとおり、既に給料表の水準を引き下げていることから、平成27年４月１日とした。
ウ　期末手当及び勤勉手当
本委員会は、民間における賞与及び臨時給与など特別給について、前年８月から当年７月までの１年間に支給された支払状況を調査して、同期間における民間の支給割合（月数）を算出し、これを職員の期末手当及び勤勉手当（以下「期末・勤勉手当」という。）の年間平均支給月数と比較した上で、0.05月単位で改定を勧告している。
本年の「民調」において、民間における特別給の合計額が月例給の4.21月分にあたることが明らかになったことから、民間の特別給との均衡を図るため、現在、年間平均支給月数が4.10月分となっている職員の期末・勤勉手当を0.1月分引き上げ、年間4.20月分（※）とする必要があると判断した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（資68頁：第19表）
引上げにあたっては、民間の特別給の支給状況等を踏まえれば、勤勉手当のウエイトをより高めることが適当であると考えられることから、引上げ分を６月期及び12月期の勤勉手当に均等に配分することとした。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資68頁：第20表）
また、再任用職員の勤勉手当並びに任期付研究員及び特定任期付職員の期末手当についても、同様に支給月数を引き上げることとした。

エ　初任給調整手当

人事院勧告では、医師及び歯科医師に対する初任給調整手当について、医療職俸給表（一）の改定状況を勘案し、所要の改定を行い、本年４月に遡及して実施することとしている。
本府においては、これまで限度額は、国に準拠してきた経過を踏まえ、人事院勧告と同様に引上げを行うことが適当であると考えた。
(2)　賃金構造基本統計調査の活用・研究

賃金構造基本統計調査（以下「賃金センサス」という。）が、一般的な給与決定要素と考えられる役職段階や年齢等に応じた給与水準等の民間給与の傾向を把握するのに有用であると考えられることから、本年の給料表の改定にあたっても、賃金センサスを活用し、役職段階の構成比率や年齢階層ごとの給与水準等について民間給与の分析を行った。

役職段階の把握が可能な企業規模100人以上の平成26年以前の３ヵ年データの平均値を用いて、年齢階層ごとの役職比率を比較したところ、民間では40～44歳は19.7％、45～49歳は30.7％、50～54歳は35.7％、55～59歳は34.7％となっており、各年齢階層で部長・課長の管理職が一定の割合で在職している。一方、本府では40～44歳は0.1％、45～49歳は3.2％、50～54歳は12.5％、55～59歳は22.0％と年齢を重ねるごとに管理職の比率が高まっている状況にあり、民間と本府では昇任スピードや役職制度の違いも見られるところである。　　　　　　　　　　　　　　　　　（資77頁：第29表）
また、昨年と同様に平均給与月額を比較したところ、20歳台後半以降の年齢階層において、本府が民間を下回っている。このことは、年功的な給与上昇要因を抑制するとした、これまでの給与制度改革による影響であると考えられる。                                            （資78頁:第30表）
賃金センサスにおけるこの状況をも勘案して、給料表改定の勧告を行ったところである。
なお、本府では、職員基本条例において、人事委員会は直近の賃金センサス等を参考として活用するものとされていることを踏まえ、引き続き、研究・検討を重ねていくこととする。
※ 期末・勤勉手当増減の仕組み


期末・勤勉手当は、0.05月単位で増減させることとしている。例えば、4.21月の場合、「二捨三入」という考え方で計算して、4.20月分となる。
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